
地 方 財 政 健 全 化 法地 方 財 政 健 全 化 法地 方 財 政 健 全 化 法地 方 財 政 健 全 化 法 にににに 基基基基 づづづづ くくくく    

平平平平成成成成２２２２4444 年度年度年度年度「「「「健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等」」」」のののの公表公表公表公表についについについについてててて   平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年６６６６月月月月にににに「「「「地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化にににに関関関関するするするする法律法律法律法律」」」」がががが制定制定制定制定されされされされ、、、、

財政指標財政指標財政指標財政指標（（（（健全化判断比率及健全化判断比率及健全化判断比率及健全化判断比率及びびびび資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率））））をををを算定算定算定算定しししし、、、、監査委員監査委員監査委員監査委員のののの審査審査審査審査をををを

受受受受けけけけ、、、、議会議会議会議会へへへへ報告報告報告報告するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、村民村民村民村民のののの皆様皆様皆様皆様にににに公表公表公表公表することがすることがすることがすることが義務付義務付義務付義務付けられましけられましけられましけられまし

たたたた。。。。     
◎◎◎◎健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率     １．実質赤字比率    一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率  ２．連結実質赤字比率    全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率  ３．実質公債費比率    一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率  ４．将来負担比率    一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 ※標準財政規模    自治体が通常の行政サービスを提供するために必要な一般財源をどの程度もっているのかを表す指標                               ［  ］は２３年度決算値   指 標 中 島 村 早期健全化基準 財 政 再 生 基 準 実 質 赤 字 比 率 ― [ ― ] 15.0％ 20.0％ 連結実質赤字比率 ― [ ― ] 20.0％ 40.0％ 実質公債費比率 12.6％ [ 13.6％] 25.0％ 35.0％ 将 来 負 担 比 率 ― [ ― ] 350.0％  ※－は比率がないことを表す 



◎◎◎◎資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率      公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対する比率    ［  ］は２３年度決算値   公 営 企 業 中 島 村 経 営 健 全 化 基 準 簡 易 水 道 特 別 会 計 ― [ ― ] 20.0％ 農 業 集 落 排 水 処 理 事 業 特 別 会 計 ― [ ― ] 20.0％ 土地造成事業特別会計 ― [ ― ] 20.0％ ※－は比率がないことを表す  
◎◎◎◎健全化判断比率及健全化判断比率及健全化判断比率及健全化判断比率及びびびび資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率のののの算定方法算定方法算定方法算定方法     １．実質赤字比率＝一般会計等の実質赤字額／標準財政規模  ２．連結実質赤字比率＝連結実質赤字額／標準財政規模  ３．実質公債費比率＝（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る交付税算入額）／標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る交付税算入額）  ４．将来負担比率＝将来負担額（地方債の現在高＋債務負担行為支出予定額＋退職手当支給予定額＋地方公社及び損失補償している第三セクター等の負担見込額）－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る交付税算入見込額）／標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る交付税算入額）  ５．資金不足比率＝資金不足額／事業の規模    


